
設 立 令和2年4月1日

資本金 5,000,000円

電  話 082-545-0038

FAX 082-545-0064

Mail info＠n2kei.jp

３名

（パート含まず）

沿　革

事　業

内　容

（契約実績）

➀ 農振計画（基礎調査）等業務 （令和２・４・５年度 契約数３件）

② 農業振興ビジョン策定業務　 （令和２･３･４･５年度 契約数１１件）

③ 農業農村振興に係る調査業務 （令和３・４・５年度 契約数５件）

④ 農業関連補助事業の申請支援業務 （令和５年度 契約数２件）

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務 （令和２・５年度 契約数２件）

　注）

商　号 株式会社農業農村計画

所在地

〒730-0052

広島県広島市中区千田町

一丁目７番１７号

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務

役　員 代表取締役 近重文男 従業員数

① 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業振興地域整備計画等の作
成支援業務

② 農業振興ビジョン等策定支援業務

③ 民間企業等による農業参入に係る調査及び事業計画の作成業務

④ 国等の農業関連補助事業の申請書作成支援業務

⑤ 農業農村振興に係る各種調査業務

⑦ ①～⑥に附帯、関連する業務

以下、前号（①～⑦）のうち契約実績のあった業務

代表取締役が（一財）広島県森林整備・農業振興財団で農業振興に関する

様々な業務に従事するなか、農業振興ビジョン等策定業務を２０年以上受託、

従事してきた経験を活かし、令和２年４月１日に(株)農業農村計画を設立。以

降、市町の農業振興ビジョン等策定業務を主に受託しています。

➀は福山市、府中市に係る計画策定業務委託。

②は庄原市、三次市、世羅町（２）、廿日市市、府中市、安芸太田町、吉賀町、和

気町、江田島市に係る計画策定委託業務。なお、令和２･３年度については（一

財）広島県森林整備・農業振興財団を通じた受注（下請け）による。

③はＪＡ広島中央会（次世代総点検関連の経営コンサルティング）、石原集落地域

振興協議会（三次市）（農村ＲＭＯ関連調査）

④は広島市、⑥は三次市、生産者組織からの委託業務。

会 社 概 要
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（１） 策定手順

策定スケジュール例：１年間で策定する場合の一例

　

～農業振興ビジョン等策定支援業務～

１

◉ 市町村の中長期の農業振興施策の基本指針として策定される計画で、いわゆる「農振計

画」（法律に基づく計画）とは別に、農業振興施策を中心に整理するものです。これは、

自治体独自の計画なので整理する内容や手順などは自治体によっても異なります。

◉ 弊社（及び代表）は、これまでに様々な計画づくりに携わっていますので、策定に際して

は、適格な助言、作成支援ができると考えています。

業 務

策定に要する期間やスケジュールは、ビジョンや基礎調査の内容のほか、検討委員会（策

定検討委員会、再生協議会等）等の開催によっても異なります。

業務着手から完成までの期間は、少なくとも１年、短期間では８か月という例もあります

が、アンケート調査や農家ヒアリング等を行い、委員会等による審議を丁寧に行うことを想

定すると１２～１４か月程度が妥当と思われます。（以下、策定スケジュール例参照）

STEP1(基礎調査) STEP２(課題整理） STEP３(ビジョン骨子) STEP４(ビジョン案)

４月 ９月７月 ３月

01

●基礎調査①、②

●第１回検討委員会

●施策等評価、課題整理

02 03 04 fin
●第２回検討委員会

●ビジョン骨子案

●第３回検討委員会

●ビジョン案

●第４回検討委員会

●ビジョン案
（本編及び概要版）

１２月

※ 施策課題の絞込み、重点施策（プロジェクト等）の有無、アンケート・ヒアリング等調査の実施規模等により変わります。
※ アンケート調査票、現状・問題点、振興課題等の整理やビジョン骨子（案）、ビジョン（案）については、受託者がたたき

台（案）を作成し、委託者と協議しながらとりまとめ、委員会等の審議資料とします。
※ ヒアリングに際しては、予めヒアリング用の整理シート（フォーマット）を作成し、テーマ・課題に沿って受託者が進めます。
※ また、委員会は、再生協議会や別途、学識経験者や商工部門の委員を含めた審議会等を設置する場合もあります。

【委託者】 【受託者】

基本事項の確認

たたき台（案）提示

修正指示

修正資料提示

内部協議

修正指示等

第２章 基本方針

■ 第２章 基本方

針

（１） 農業のめざす姿

（２） 農業のめざす姿 統計データ

文献、資料

たたき台
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（２） 現状と問題、振興課題等の整理

　策定内容や構成などによっても異なりますが、以下の①～③について何等かの整理をします。

　特に、アンケート調査やヒアリングについては、対象範囲や実施件数とともに、農繁期なども

　考慮して実施します。

① アンケート調査

 現状（問題点）等の把握、施策課題の優先度、地域固有の問題点等抽出

 ※農家（一般農家、担い手農家、中山間・多面的地区代表）や市町村民(非農家)、地元企業等

② ヒアリング調査

 施策課題の深掘り、重点施策等の評価・検証

 ※市町村担、関係機関・団体等担当

 ※認定農業者(新規就農者)、生産部会、集落営農組織などが抱える課題、施策要望等

③ 統計資料等分析

 現状・問題点等の客観的な裏付け、施策目標（指標）の整理

 ※農業センサスほか各種統計、関連資料（専門誌等）

　～現状分析（統計資料等）～

 主要テーマに即して必要なデータ、資料を収集整理します。

（３） とりまとめ

　内容に応じて適宜、フォーマットを検討し、必要に応じてイラストなども活用し、分かり易

い計画づくりに努めます。

【現状・背景】

⦿若者が魅力ある産業、職業として農業を選択できるよう、新規就農者に向けた

経営モデルの確立とともに、就農相談から農地確保、生産販売等について関係

機関・団体による支援に取り組みます。

⦿集落法人や認定農業者では、後継者への経営継承も念頭に、経営規模の拡大や

生産性向上のための農地集積、農業用機械施設の導入や担い手間での資源活用、

農作業受託等の取組を支援します。

⦿多様な担い手の確保に向けて、就農のきっかけづくりや多様な就農の可能性を

拡げるため、体験機会の提供や相談窓口の設置、受け入れ体制の整備とともに、

農村ライフの魅力向上のための取組を進めます。

第４章 「農業振興施策の展開」

施策の

考え方

◆農家の高齢化、後継者不足（不在）等によって農業経営の規模縮小、離農が進み、将来的に

は集落機能が著しく低下する集落が発生する恐れがあります。

◆ 現在、農作業を受託したり、農地を借り受けている農家においても、これ以上作業や農地を

引き受けることが難しい状況となっているなかで、受け手不在の農地が急増するおそれがあ

ります。

◆ 集落法人、畜産、園芸部門の認定農業者のなかには、後継者の確保が難しく経営継続の見通

しが立っていない経営体もあります。

◆ 農産物流通形態の変化や農業資機材価格の高騰などによって経営環境が厳しくなるなかで、

現在、JAと連携し、高収益作物（アスパラガス、キャベツ、はくさい等）の産地化を推進

していくためにも新規就農者育成に取り組んでいます。

■集荷所

ワサビ

トマト

キャベツ

トマト

ワサビ

キャベツ
トマト

有機農産物
（多品目野

◆農産加工施

◎直売施設

◆選果場

250(189)ha 

334 (210)ha

234 (191) ha

193(158)ha

247 (138)ha

ブロッコリー

ブロッコリー

表２-３　現況集積面積、構成農家数等

55ha 34ha 31ha 112戸 12集落

資料：令和４年集落営農実態調査

1人 3

2人 6

3人 12

5人以上 21

計 45

資料：同上

表２-４ 集落営農の主たる従事者数

農地集積面

積計
構成農家数

集落営農を

構成する集

落数
経営耕地面

積

作業受託面

積

集落営農

数

• 新規就農者の受け入れ、認定農業者等

の規模拡大、集落営農の法人化等に

よって担い手への農地集積は着実に進

んでいます。

• 経営耕地規模３ha未満の経営体数は平

成22年の640経営体から令和２年では

428経営体と33％減少していますが、

経営耕地規模が３ha以上の経営体への

農地集積は同様にこの10年で23％から

39％に拡大し、農業の構造変化が進ん

でいることが分かります。

• 但し、10ha以上の経営体への集積は平

成22年の９％から令和２年では15％に

とどまっており、集落営農の法人化の

動きがやや停滞している状況です。

• 本町には、集落営農組織が11組織（う

ち法人４）あり、その農地集積面積は

83haに及びます。また、ほ場整備面積

564haに対する同集積面積の割合は

15％となっています。対経営耕地面積

割合も15％で、県平均の35％に比べる

と約20％低い状況です。

8%

8%

8%

33%

28%

23%

36%

33%

30%

14%

20%

24%

9%

11%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H27

R2

0 .5ha未満 1 ～3ha 3～10ha

0 . 5～1ha 1 0 ha以上

図２-20 経営耕地規模別面積割合(吉賀町)

資料：農林業センサス

39%

23%

（２） 経営構造（担い手への農地集積）

（３） 地産地消の取組

• 現在、ＪＡや集出荷法人などを通じて、

様々な形で販路の確保に取り組まれて

います。

• 町内には２か所の道の駅（産直市）が

あり、多くの町民に地元農産物が供給

されています。

• また、学校給食への供給体制も整備さ

れ、特に、米は有機栽培米が100％供給

されています。

54,165
71,651 72,764 68,833 67,698 68,778

56,547 57,916

54,840
47,809 47,220 45,650 42,093 40,830

37,406 41,397

43,899
50,433 48,118

44,987
39,487 39,562

48,670
55,240

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H22 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

道の駅やくろ 道の駅かきのきむら アンテナショ ップ

図２-21 道の駅、アンテナショップ売上額推移

資料：吉賀町

（千円）

■ねらい

■取組内容

３ 安全・安心で持続的な農業の確立

お好み焼き

⚫ 安全・安心な農畜産物の生産供給に向けた基本的な取組を徹底するとともに、みどりの食料

システム戦略等を踏まえ、付加価値の高い農産物の生産販売と地域資源循環型農業の両立を

目指し、これに必要な以下の取組を進めます。

⚫ 肥料・農薬の適正使用、農薬の適正管理（指導、講習会等）

⚫ 食品衛生法、食品表示等法令遵守（指導、講習会等）

⚫ 家畜伝染病等の発生予防・まん延防止対策の強化

(1)安全・安心な農畜産

物の生産

⚫ GAP等認証取得講習会、認証取得支援

⚫ 認証農産物のPR、販路開拓等

(3)地産地消の推進

(2)地域資源を活かした持

続的な農業

第５章 「農業振興施策の展開」

⚫ 地域資源循環型農業の取り組み拡大（啓発活動、講習会）

⚫ 家畜排せつ物を活用した良質な堆肥生産と供給体制の整備（堆肥

化施設の運営、堆肥運搬散布等体制強化）

⚫ 土づくりを基本とした農業の普及及び農産物の有利販売（ブラン

ド化の促進）

⚫ 生分解性資材等の導入促進支援

WCS用稲

地域資源を活かした農業

WCS（飼料）

良質な堆肥の製造

堆肥散布

環境にやさしい農業

有機農業の普及

畜産農家

集落法人

園芸農家

堆肥加工センター

≪持続性の高い農業展開イメージ≫
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≫≫策定の手順≫≫

（１） 農業振興地域整備計画基礎資料作成

（２） 農業振興地域整備計画策定

～農業振興地域整備計画策定支援業務～

２

◉「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき策定される整備計画で、業務では、基

礎調査資料、整備計画について、「農業振興地域制度に関するガイドライン」に沿っ

て整理します。

◉特に、土地利用計画はＧＩＳを活用し整理・作成するので、現状が除外地番方式の場

合は、指定地番（農振農用地に該当する地番を記載する型式）での整理をお勧めしま

す。そのうえで、事業受益地（中山間・多面やため池、ほ場整備等々）や担い手への

利用集積（現状、今後）など、地域計画（目標地図）等の整理状況も確認しながら整

理作業を進めます。

◉その過程では、「台帳にはあるがポリゴンは無い」「現地に農地はあるが台帳やポリ

ゴンは無い」等々、様々な不明、ミスマッチが確認されます。こうした状況を順次整

理し、最終的には、台帳データと地図データがリンクした整備計画図を整理します。

◉また、基礎調査資料では、過去に手書きで整理された付図の内容も含め、電子データ

で地図を作成しますので、土地利用計画図だけでなく、関連付図を含め、パソコン上

で確認し、プリントアウトすることができます。

業 務

⚫ 基礎資料の第１～第１２まで、ガイドラインを踏まえ、基盤整備、農地等保全整備、近代化

施設整備、就農者育成等基盤整備、生活環境整備等については、事業実績とともに電子デー

タ形式で附図を作成します。また、関連するアンケート調査等も実施します。

⚫ 農家世帯、同世帯員、農業就業人口や産業別生産額については、統計的な推計によって将来

見込みを整理します。

⚫ （１）基礎資料作成作業と並行して、農地データの整理を行います。（農業委員会台帳、課

税台帳他含め、農地データ（ポリゴン及び属性データ）を整理し、除外地番から指定地番へ

の変換とともに、農用地区域への編入・除外を検討するための基本的な整理を進めます。

⚫ 整備計画書の作成段階では、各事業の計画附図とともに、土地利用計画図（附図１）の作成

について、編入・除外に係る都道府県等協議資料の作成とともに整理します。

※土地利用計画図（附図１）は、

指定地番によりＧＩＳで作成す

るので、パソコン画面上で拡大

すれば、一筆ごと確認すること

ができます。
拡大

拡大
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（３） 策定スケジュール

⚫ (1)及び(2)を平行して着手することを勧めますが、業務に要する期間は、現状の整理状況

（農用地等筆数・精度、不明データ数及び事業実績等）によって大きく異なることが想定さ

れるため、少なくとも２か年は見ておく必要があると思います。

○ 農用地利用計画等整理（基礎資料＆整備計画関連）
※各台帳×GIS（地図）による整理

• 農用地区域設定、指定（除外）地番反映、農振区分等面積

集計、過去の動向等整理、農用地区域指定基準整理

• 見直し方針等設定、線引き（除外・編入）検討図作成、指定

地番等整理、整理地番集計、農用地利用計画整理等 etc.

○ 付図作成
※電子地図による整理

付図１号～５号

○ 記述、図表等整理
• 地域の概況、農業生産、土地利用、、農

業生産基盤、農用地等保全、農業近代

化施設整備、農業就業者育成確保、就

業機会、農村生活環境、森林整備その

他林業振興との関連、各種協定、申し合

わせ状況、農業・農村振興体制整備推進

体制etc.

○ 記述・図表等整理（整備計画関連）
• 農用地利用計画

• 農業生産基盤整備開発、農用地等保全、

経営規模拡大、農用地等効率利用促進、

農業近代化施設整備、担い手育成確保施

設整備、農業従事者安定就業促進、農村

生活環境施設整備、農用地利用計画（指

定地番による）等計画etc.

○ 付図作成
※電子地図、GISによる整理

• 土地利用計画図（付図１号）

• 付図２号～６号

○ 農業委員会・審議会、県等協議
• 農用地利用計画の目標（変更、見直し方

向）

• 計画素案（変更内容等説明）

• 最終計画案（協議等）

〈共通事項〉 〈共通事項〉

〈基礎資料〉

〈基礎資料〉

〈整備計画〉

〈整備計画〉
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（１）アンケート調査

≪農業振興ビジョン、農振計画等に係る調査≫

≪集落営農等実態調査≫

≪道の駅、直売施設等利用実態調査≫

～農業振興に関する各種調査等業務～

３

◉弊社は、市町村独自の農業振興計画（振興ビジョン）や農振計画（農振法に基づ

く基礎調査資料及び整備計画）だけでなく、様々な調査やコンサルティング業務

を受託しています。

◉関連業務を行ううえで活用できる関連資料（農業経営指標：作物50種、経営パ

ターン200類型、専門誌等資料及びデータ）なども豊富に保有しています。

※以下は、これまで実施してきた調査等事例です。

業 務

⚫一般農家（小規模農家）や担い手農家、集落代表者等を対象に、後継者の有無、現在の耕作・農

地管理の状況・問題点、今後の営農意向などについて調査します。

⚫振興ビジョンなどでは、農業振興施策についての評価、拡充意向などについても調査を行います。

⚫農地利用の可能性、規模拡大の意向、施策への期待など調査結果を踏まえ、今後の施策展開の裏

付けとして活用します。

⚫具体的な調査項目（設問）は、後継者・担い手問題、農地利用・保全、農業用施設資源管理、水

田農業、園芸（野菜、果樹等）、畜産等経営部門、中山間・多面的機能等支払制度制度活用など

が想定されます。

⚫これまで、広島県内の集落営農組織（任意組織及び法人組織）を対象に、活動実態調査を実施し

ています。調査テーマは、活動の現状と今後課題、法人化や広域連携等に向けた取組、道路・水

路等の農村資源管理についての課題等について実態把握のための調査を実施しています。

⚫特定の集落営農法人の経営課題（現状及び中長期的な問題）を明確化し、対策を講じていくため

の構成員全戸調査も実施しています。

⚫特に、集落営農法人は、組織が設立されてから１０年以上、長い法人では２０年程度経過し、役

員だけでなく、構成員の高齢化、世代交代が進んでおり、組織運営に係る役員人材の問題だけで

なく、構成員（後継者）との関わり方も、検討すべき問題として出てきています。こうした実態

を把握するため、法人構成員全戸を対象に、世帯主だけでなく後継者（同居・他出者）も含めて

アンケート調査を行い、今後想定される問題を明確にしながら、組織運営の在り方、世代交代の

考え方や対応策などについて検討する材料としています。

⚫道の駅等の農産物直売所の利用実態を把握、店舗運営、生産・出荷力強化に向けた検討材料とす

るため、施設利用者（消費者）を対象とした調査を行っています。

⚫出荷者もセットで調査することで、生産出荷対策の方向性、店舗運営の改善点などについて、よ

り明確に整理することができます。

⚫店舗利用者（消費者）については、居住地、交通手段、来店頻度、購入の嗜好などを把握するこ

とで、商圏や利用者の特性を踏まえ、ＰＲ・広告戦略の方法、店舗運営の改善点など具体的に検

討できます。

⚫調査方法は、調査票用紙（ハガキやＡ４版用紙）への記入やスマホでＱＲコードの読み取り、直

接入力してもらう方法など、様々な方法があります。
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令和２年度～令和５年度までの主な受託業務の契約実績 1／２

業務区分 契約業務名

農業振興地
域整備計画

福山農業振地域整備
計画策定に係る基礎調
査等業務
（令和２年度）

農家意向調査票等作成　　

府中農業振地域整備
計画策定に係る基礎調
査等業務
（令和４・５年度 ）

農業振興ビ
ジョン等策
定支援業務

第２期三次市農業振興
プラン策定支援業務

（令和２年度）

第２期庄原市農業振興
計画本編案等作成業務/
中間見直し
（令和２年度）

廿日市市農業振興ビ
ジョン策定支援業務

（令和２・３年度）

世羅町農業振興ビジョ
ン策定支援業務
 
（令和２・３年度）

府中市農業振興ビジョ
ン策定支援業務

（令和２・３年度）

安芸太田町農業振興ビ
ジョン策定支援業務

（令和４年度）

吉賀町農業振興ビジョ
ン策定支援業務

（令和４年度）

第２次江田島市農業振
興ビジョン策定業務

（令和５・６年度）

有機農業実
施計画策定
業務

和気町有機農業実施計
画策定業務

（令和５年度）

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

業務内容

基礎調査業務等

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

重点課題（プロジェクトテーマ）を中心とした基礎調査及び計画とりまとめ

基礎調査及び計画書策定支援

主な業務実績

アンケート調査票作成・分析（農家２種、約400件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

振興プラン（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、約2,300件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民）、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（販売農家〈後継者〉、認定農業者、生産部会

産直市出荷者、400件）、ヒアリング（中山間代表、産直市、生産部会）

統計調査等データ分析、現状・課題整理、計画書最終とりまとめ

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民)、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、企業、高校生1,100件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、約900件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家3種 約450件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（認定農業者等）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書検討、最終とりまとめ
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２／２

業務区分 契約業務名

農業振興に
関する調査
業務

ＪＡ広島中央会「次世
代総点検運動に係る経
営コンサルティング業
務」（令和４年度）

農村ＲＭＯ将来ビジョ
ン策定業務（石原集落
振興協議会）
（令和４年度）

広島県地域農業集団連
絡協議会「集団活動実
態調査」
（令和４年度）

ＪＡ広島中央会「次世
代総点検運動に係る経
営コンサルティング業
務」（令和５年度）

有機農業経営及び流通
販売に関する実態調査
（生産者組織）

補助事業申
請事務等支
援

広島市「農業用省エネ
機器等導入支援事業申
請受付業務」（前期、
後期）
（令和５年度）

注）業務な令和２・３年度、３・４年度、４・５年度など年度をまたぐ契約もあります

集落営農法人（６法人）経営実態調査、課題整理、コンサルティング

有機農業の経営実態等調査及び有機農産物の流通販売環境に係る調査
　水稲、野菜等の経営収支等調査（経営指標等の試算）
　オーガニック農産物販売動向（首都圏専門店での取り扱い状況：品目、産地、価
格、有機JAS認証等の取得等）

広島市農業用省エネ機器等導入事業申請受付業務（前期、後期）
　受付窓口（事務所、メール開設）、問合せ対応（約30件）
　書類確認、申請書記載確認、申請要件審査、その他調整等（約130件）
　

業務内容

広島県地域農業集団連絡協議会会員を対象とした活動実態調査

農村ＲＭＯ設立に向けた将来ビジョン策定支援

集落営農(４法人),畜産農家等経営実態調査、課題整理、コンサルティング

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）

集落全世帯員を対象としたアンケート調査（調査票作成、集計・分析等）

調査票作成、集計・分析（前回調査Ｈ２７年度、集落営農実態調査（統計）との

比較分析等）

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）
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